




Pollution  problem  and  corporate  social  responsibility  in  
modern Japan : a case study of Fujita-gumi ＆ Co. in 1900's
Yuko OKADA*
Abstract
The purpose of this paper is to consider how the mine company took the action against the pollution 
problem in 1900`s from the point of view of corporate social responsibility.
Kosaka Mine run by Fujita-gumi & Co. came to be counted as one of the four largest copper mines 
by succeeding in the development of smelting technology. At the same time, however, the mine was 
facing a serious air pollution problem. In 1901 the mine dealt with the problem quickly, such as damage 
investigation and compensation for damages. Fusanosuke KUHARA, Office manager at Kosaka Mine, 
and his subordinate Yatarō KADO played a central role in the activities. President of Fujita-gumi & 
Co. Denzaburō FUJITA also contributed to the community by making a donation. They tried to fulfill 
corporate social responsibility activities. When KUHARA and KADO left that company, and FUJITA 
became aged, the company was aimed at restructuring from decentralized organization to centralized 
organization since 1909.
Under reorganization of the company and the expansion of the stricken area, fulfilling social 
responsibility was limited because it was regarded as a cost.
九 共 大 紀 要
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合 計 2,444,983 2,927,152 482,169
差引益金 15,685 284,277 268,592
（注）１．武田晴人監修〔2015〕所収「同和鉱業社史編纂資料」の「営業
収支予算比較増減表 1909 年下 本社資料第 43 号」より作成。
２．合計にはその他を含む。
３．単位未満は四捨五入した。
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近代日本における公害問題と企業の社会的責任
―明治期の藤田組を事例として―
を支払った．こうした企業による自発的な損害賠償は，
当時としては画期的なことであった．当該問題の被害
調査や賠償の交渉に当たったのは，鉱山の庶務課地所
係であった（1913年以降は地所課）．この組織的な対
応の基盤をつくったのは，技術開発を指揮した久原房
之助と彼の意向を受けて煙害問題対策の責任者となっ
た角
かど
弥太郎であった26）．
　久原は藤田組を退社した1905（明治38）年12月に
茨城県の赤沢銅山を買収し，日立鉱山と改称して生産
設備の拡張に着手した．日立は急成長し，足尾・別子・
小坂に次ぐ４大銅山の１つとなった．日立での「久原
の成功は彼自身の独特の経営観と藤田組小坂鉱山時代
の経験が結実したもの」といえる27）．それは，07（同
40）年に煙害問題が発生すると被害賠償交渉が直ち
に行われ賠償金が支払われたことにも表れている．久
原の煙害問題に対する方針は「第一には煙害による損
害は鉱業主が進んで賠償の責を果たさなければならぬ
ということ，次には賠償するためには煙害であるか否
かの調査，被害程度の調査等，まずもって調査機関を
充実させる必要あり」というものであった28）．そこに
は，煙害問題に正面から向き合い社会的責任を果たそ
うとする久原の姿勢が示されている．
　宮内省御料局に勤務していた角弥太郎は，1900（明
治33）年に小坂鉱山の庶務課助役として赴任してき
た．この年は自熔製錬法の試験中であり，亜硫酸ガス
による被害が予測されていた時期であった．当初から
角は，煙害問題の担当者となることを期待されていた
といえよう．５年後の05（同38）年に藤田組を退職
して07年に日立に移った角は，鉱害問題に関して「鉱
業家自身がその道義的責任に於いて，補償し負担すべ
き性質のものであるとの根本方針」を堅持していた29）．
ここに，小坂在職時に培った煙害問題に対する姿勢を
見ることができるのであり，それは日立においても同
様であった．彼は，「蒔いた種子は必ず刈るという」
久原の信条を体現していたのであった30）．
　久原・角が去ったあと，前述したように田中隆三・
渡辺芳太郎に続いて木村陽二が小坂鉱山所長に就任し
た．副社長の藤田平太郎は「木村氏の如き藤田組本位
の人」を所長に任ずることについて「全般の統御上又
当山の弊風を改むるに最も適当」であると述べている．
平太郎は「小坂の膨張は既に，其の極度に達し」てお
り「弊習は依然旧の如くにして改まること」がないた
め，この際「整理刷新を行ひ，経費の節減」を行おう
と考えていた．そこで，長年「藤田組の事業に全力を
傾注」してきた信頼できる木村が選ばれたのであった．
また煙害問題についても気にかけていた平太郎は，小
坂来山の際に秋田県知事などと懇談する機会を探って
いた31）．
　所長に就任して間もない木村は「煙害の如きは其責
任当方に在る事は常に忘るべからさる事にして賠償金
額上の懸引は別に考慮を費すべきもの」とし32），煙害
の責任と賠償金額の交渉を切り離して考えていた．つ
まり，煙害の責任を認めつつ賠償金によって〈解決〉
を図ろうとしていたのであった．さらに，煙害防止施
設などを完備できれば，賠償金額を見直すことも可能
になるとの期待もあったのである33）．しかし，1908（明
治41）年12月と翌年１月の北秋田郡大館町・山瀬村
と鉱山側との集団交渉決裂後に，木村は「農民等迄を
招集して会見するが如きは甚だ不得策」であることを
実感し「感情を融和することに尽力し一方には又他町
村との交渉を進め」つつ，反対運動の中心であった大
館町を孤立させることに成功したのであった34）．
　賠償金額の査定は，鉱山の庶務課と各町村長・交渉
委員・有力者などとの協議によって行われていた．協
議の結果，前年度よりも金額が少なくなった場合，地
域の事情を考慮して別途寄付金を用意することもみら
れた．被害の認定をめぐって毎年のように対立が生じ
るため，所長の木村は「是に伴う間接の費用」も少な
くないし「今後賠償額も年々増加すへきは免れ」ない
と考えていた．1909（明治42）年に鹿角郡長が被害
町村と鉱山側に提示した３ヵ年契約の案を見た木村は，
08年の賠償金を多少増額しても３年間変わらないこ
とをむしろ「極めて好都合」ととらえた35）．３ヵ年契
約は，賠償金とそれに関するコストの増加を抑えるこ
とができるというメリットをもっていたのである．同
年９月に同郡長の仲裁により郡内２町村が３ヵ年契約
を結んだのを皮切りに，他町村も次々と合意していっ
た．
　３ヵ年契約が満了になると，契約更改によって５ヵ
年契約が締結された．1911（明治44）～ 13（大正２）
年にかけて結ばれた５ヵ年契約は，煙害賠償金を「村
基本財産」「農会基金」「産業組合基金」「農事奨励費」
「勧業奨励費」などに用途指定して一度に「寄附」す
る内容であった36）．用途を指定された賠償金額は３ヵ
年契約よりも増加しており（前掲表３を参照），それ
に伴って被害地町村などに拠出されていた寄付金額は
減少していくことになった．つまり，寄付金は地域社
会への貢献・関係づくりという目的だけでなく損害費
用としての賠償金を補完し調整する側面をもっていた
といえる．賠償金と寄付金は一体となって機能してい
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たのである．
おわりに
　藤田組が経営する小坂鉱山は製錬技術の独自開発に
成功し４大銅山に数えられるにいたったが，それと同
時に煙害問題に直面することとなった．小坂では，調
査を行いつつ被害地域に賠償金を支払うなど素早い対
応をみせた．最後に，こうした小坂の行動を企業の社
会的責任という視点から論じることにしたい．
　賠償金は1901（明治34）年から支払われたが，日
露戦後に煙害の及ぶ範囲が拡大し地域住民による反対
運動が展開されたため，その支出額も増加せざるをえ
なかった．賠償の基礎となる被害の査定は難しく，鉱
山側では賠償金を支払いつつもできるだけ増額を抑え
たいと考えていた．ただし，小坂の営業収支における
賠償金の割合はごくわずかであった．各年から３ヵ年
そして５ヵ年へと延長されていった賠償契約により，
賠償金額は増加しつつも契約期間中の追加的な負担は
生じなかった．さらに周辺の国有林に及んでいた被害
について，政府は賠償を請求する意思をまったく持っ
ていなかった．国有林被害を考慮しなくてもよい小坂
にとって，賠償金の負担はかなり軽減されたといえよ
う．
　藤田伝三郎が社長に復帰した1903（明治36）年以降，
寄付金は小坂村をはじめ周辺の一部の地域から近隣の
地域にも拠出されるようになるが，それは煙害地域の
拡大に対応したものであった．鉱山によって次々と建
設された関連施設は，地域のインフラとしての役割も
果たすことになるのであり，企業が行政機能の一部を
負担していたといえる．その恩恵を最も受けていたの
が，小坂村であった37）．地域における公共的事業を重
視していた伝三郎は，地域社会に貢献する活動を進め
ていたということができよう．彼が死去した1912（同
45）年の前後に結ばれた５ヵ年契約以降減少してい
く寄付金は，賠償金の不足分を補うものから賠償金の
増加に応じて調整されることとなったのである．
　小坂鉱山における煙害問題の社会的責任を果たすた
め，久原房之助と角弥太郎が中心となって不十分なが
らも被害調査と賠償金の支払いを自発的に始めたので
あった．久原は小坂再生の契機となる製錬技術の革新
を実現させるとともに，それに伴って発生した煙害問
題にも積極的に取り組んだのであった．彼は，技術革
新と社会的責任をともに成し遂げようと奮闘した経営
者であった．彼の社会的責任の行動は日立鉱山におい
て本格的に展開されるが，その原点は小坂にあったと
いえよう．
　しかし久原らが去り，高齢のため藤田伝三郎による
経営が困難となるなか，集権的な組織を目指した藤田
組は久原の影響力を残し分権的な経営を行っていた小
坂鉱山を大阪本店の下に再編しようとした．主力事業
である鉱業を拡大させるためには，コスト管理を徹底
し本店の統治を強化する必要があったのである．また
被害地域の拡大と反対運動の展開により，増加してい
く賠償金と寄付金は賠償コストとして認識されるよう
になった．こうして，社会的責任を遂行することはコ
ストの観点から制約を受けることとなったのである．
　小坂鉱山においてみられた社会的責任の行動は，地
域の社会・経済に影響を与えるものとなっていた．特
に小坂村は「鉱山依存型経済」38）というべき特徴を
色濃く示しており，こうした特徴は企業の経済活動と
ともに社会的責任のあり方からも影響を受けていたと
いえよう．1920年代後半に再び煙害問題が発生した
小坂では，賠償方法が変更・整備されることとなった．
企業経営と社会的責任とのバランスのなかで，煙害賠
償は戦後の高度経済成長期に煙害が解消するまで続け
られたのである．
１）森本三男〔1994〕第１編第４章を参照．
２）森本三男〔1994〕81頁．
３）谷本寛治〔2006〕40頁．2003年以降のＣＳＲブ
ームは「グローバルにおける潮流，プレッシャーが
引き金となっている」ことに注意しなければならな
い（同頁）．
４）谷本寛治〔2006〕58頁．
５）佐藤英達〔2008ａ〕32頁．
６）武田晴人〔1982〕22頁，および佐藤英達〔2008ｂ〕
33頁を参照．
７）同和鉱業株式会社〔1985〕133頁．
８）佐藤英達〔2008ａ〕187頁．佐藤〔2008ｂ〕39
頁にも同様の記述がある．久原が1891（明治24）
年11月に藤田組に入社後，小坂鉱山では「課長会
議を組織して，鉱山の経営から人事にいたるまです
べてこの会議にかけて決定するという民主的な方式
を採用し…大阪の本店も原則として課長会議の決定
に従った」という（砂川幸雄〔1999〕157頁）．
９）同和鉱業株式会社〔1985〕159頁．
10）佐藤英達〔2008ｂ〕91頁．佐藤〔2008ａ〕52頁
も参照．
11）以上の引用は，小坂町町史編さん委員会編〔1975〕
9
近代日本における公害問題と企業の社会的責任
―明治期の藤田組を事例として―
455・456頁による．なお，1909（明治42）年に組
織された小坂村消防組は，鉱山からの寄付によって
結成されたものと思われる（後掲の注32）の書簡
を参照）.この消防組は，11年６月には公立の消防
隊となった（小坂町町史編さん委員会編〔1975〕
348頁）．
　　砂川幸雄〔1999〕は，小坂村において「公害反
対の声が大きくならなかったのは，完備した社宅や
売店，無料の電気・水道・公衆浴場，病院などのほ
かに会社が厚生施設として劇場までもっていたこと
も関係していると思われる」と述べている（197頁）．
12）久原房之助翁伝記編纂会編〔1970〕89頁．久原
の「理想社会」については，78・79頁も参照され
たい．
13）大畑美智子〔2009〕63頁．
14）以上，藤田伝三郎に関する引用は，岩下清周〔1913〕
84・100・105頁．砂川幸雄〔1999〕では，伝三郎
が一代で藤田組を発展させた要因の１つとして「惜
しみなく社会公共のために寄付をしたこと」があげ
られている（129・130頁）．なお，1905（明治38）
年に伝三郎は山口・大阪・秋田・岡山・島根の各府
県および台湾に「慈恵基金として」大阪築港公債証
書の額面で総額30万円の寄付を行った．そのうち
秋田県には７万５千円が寄付された（1905年12月
26・27日付『秋田魁新報』の記事「藤田氏の寄附
内訳」「藤田伝三郎氏の美挙」による）．
15）以上は，小坂小学校百周年記念事業実行委員会
編〔1974〕12・15・16・22頁による．
16）伊藤元雄編〔1937〕１頁．
17）菅原藤吉ほか編〔1956〕10頁．
18）伊藤元雄「元山小学校創立三十周年を迎へて」
伊藤元雄編〔1937〕50頁．小坂小学校百周年記念
事業実行委員会編〔1974〕26頁にも「学校の歩み
の中に鉱山の歩みが密接になって関係している」と
いう記述がある．
19）岡田有功〔2002〕を参照．
20）佐藤英達〔2008ａ〕25頁．
21）久原房之助翁伝記編纂会編〔1970〕162頁を参照．
22）同和鉱業株式会社〔1985〕150頁．1905 ～ 09年
度の５年間における小坂鉱山の営業収支額をみると，
純益金は15,901千円（１ヵ年当たり3,180千円）に
上っていた（「小坂鉱山計算書」『井上馨関係文書』）．
佐藤英達〔2008ａ〕28頁，および佐藤英達〔2008ｂ〕
33頁も参照．
23）1903年５月15日付鉱毒調査委員長提出内閣総理
大臣宛「小坂鉱山ニ関スル調査報告書」『公文類聚』
第27編巻14　国立公文書館蔵．
24）煙害問題と賠償の変遷に関する記述・引用は，
同和鉱業株式会社〔1985〕618 ～ 620頁，および
宮舘弘〔1994〕による．
25）煙害問題の発生・展開過程については，おもに
岡田有功〔1990〕を参照．
26）大畑美智子〔2009〕では「久原・角のコンプラ
イアンス（企業責任）アカウンタビリティ（説明責
任）重視の経営姿勢は，鉱山と地域社会との信頼関
係を築いて行く」と述べられている（55頁）．
27）菅井益郎〔1975〕325頁．
28）久原房之助翁伝記編纂会編〔1970〕135頁．
29）嘉屋實編〔1952〕137頁．また，角弥太郎「日立
鉱山とわたくし」日本鉱業株式会社〔1956〕177頁
も参照．
30）米本二郎〔1991〕255頁．米本氏は，1918（大
正７）年に合名会社久原本店に入社し日本鉱業株式
会社創立後，日立鉱山の副社長などを歴任した．日
本鉱業株式会社〔1956〕119 ～ 144頁に，同氏の
回顧録（「あの頃」）が収められている．
31）以上，副社長の藤田平太郎の言動に関する引用・
記述は，武田晴人監修〔2015〕所収「同和鉱業社
史編纂資料」の「書簡　京都井上匡四郎より藤田平
太郎へ　明治41年」に収められている1908年６月
13日付藤田平太郎差出木村陽二・田中隆三宛書簡
による．
32）武田晴人監修〔2015〕所収「同和鉱業社史編纂
資料」の「書簡　小坂から本店　明治21年～大正
４年」に収められている1908年８月１日付木村陽
二差出副社長宛書簡．
33）35）前掲「書簡　小坂から本店　明治21年～大
正４年」に収められている1909年４月16日付木村
陽二差出田中鉱業課長宛書簡．
34）前掲「書簡　小坂から本店　明治21年～大正４年」
に収められている1909年１月22日付木村陽二差出
田中鉱業課長宛書簡．
36）「小坂鉱山煙害ニ因ル損害賠償契約一覧表」『明
治四十二年～大正五年　小坂鉱山煙害書類』秋田県
公文書館蔵．なお，第二回の５ヵ年契約では，賠償
金の用途指定はなくなっている（『大正六年　小坂
鉱山煙害賠償金調』同県公文書館蔵）．
37）小坂鉱山と小坂村との関係については，岡田有
功〔1992〕を参照．
38）岡田有功〔1992〕298頁．
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